Multiplier Process\u27 as comprehended by Richard Kahn by 吉田 雅明
０．はじめに
吉田［１９９０］は，１９３１年から３２年にかけての
ケンブリッジ・サーカスとの議論が，『貨幣論』
から『一般理論』へとケインズを飛躍させるの
に重要な役割を果たした，とする『一般理論』
形成史研究上の通説が，史料に照らして的外れ
であることを明らかにした。実際に，この間の
書簡や講義ノートの示すのは，サーカスとケイ
ンズの議論がかみ合っておらず，そもそも議論
の枠組み自体が隔絶していること，そして，ケ
インズ自身が『貨幣論』の路線を少しも変更し
ていないことだからである。しかしながら，サ
ーカスのキーパーソンであった R．カーン自身
は，Economic Journal の１９３１年６月号に，「ケ
インズに先行して有効需要の原理を示した」も
のとして評価される「国内投資の失業に対する
関係」を執筆しているのであるから，カーンが
ケインズの議論の道筋を少しも理解していな
かったという解釈は不自然なことに思われるか
もしれない。そこで本稿では，カーンが「有効
需要の原理」をどのように把握し，どのような
ものとして示したのか検討する。
１．カーン１９３１年論文が書かれた経緯
ケインズ全集２０巻『１９２９－３１年の活動：雇用
および失業政策を再考する』が説明するように２），
この論文はケインズの依頼によって執筆されて
いる。これは訳者（浅野栄一・袴田兆彦）が次
のように解説する通りである。
１９３０年１月に首相の経済政策に関する常設
諮問機関がとして経財諮問会議が設置され，
ケインズもその委員の一人に任命されたが，
彼は同年７月同会議内に経済学者委員会を設
置させて自らその委員長に就任すると，すぐ
にカーンを同委員会の秘書に推薦し，同時に
カーンに１９２９年の総選挙時に彼がヘンダーソ
ンと共同で発表したパンフレット『ロイド・
ジョージはそれをなしうるか』の主張を裏づ
けるべき理論の探求を指示したのである。３）
また訳者は，カーン自身は短期に関する経済学
の研究に携わっており，キングスカレッジの
フェロー選出論文も「短期の経済学」であり，
不完全競争下の産業均衡条件の研究など１９３１年
の乗数論文はカーンの活字として発表した最初
の論文とはなっているが，それは上記のような＊ 専修大学経済学部教授
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まったくの偶然の経緯によるものであることを
述べている。
したがって，ひとまず本稿ではカーンの乗数
論文執筆の想源を『ロイド・ジョージはそれを
なしうるか』４）およびその周辺事情に限定して検
討することにする。
まず確認すべきことは，ケインズからカーン
へのオーダー，すなわち『ロイド・ジョージは
それをなしうるか』の何を根拠づけよといわれ
たのか，ということになるが，その前準備とし
て，この政策パンフレットが作られた経緯を見
ておこう。
パンフレット序文では次のように書かれてい
る。
・自由党の機関誌 The Nation and Athe-
naeum の１９２４年４月号には，多くの指導
的な経済学者や実業家が寄稿しているが，
その議論の出発点となったのは，「戦後イ
ギリスの経済上の困難は，戦争のあとに残
された世界的な窮乏化と混乱であるという
見解－これが当時流行した見解であった－
よりももう少し根が深く，したがって開発
のための国家の積極政策によって戦後の失
業に対処することが不可欠であるというわ
れわれの主張」であった。
・Nation 誌上の議論は自由党書き学校運営
委員会によって引き継いで取り上げられ，
自由党産業調査会が設立され，そこでの２
年間にわたる精査の結果が１９２８年初めの
Britain’s Industrial Future（『イギリス産業
の将来』）としてまとめられ，これは自由
党の綱領となった。
・それを簡潔にまとめ上げたものが１９２９年３
月のWe can conquer unemployment（『わ
れわれは失業を克服することができる』）
であり，「われわれは本稿で，そのパンフ
レットにさらに立ち入った少しばかりの貢
献を補足することによって，特に，最近の
いろいろな批判に答えることを目指してい
る」。
政策パンフレットの執筆者であるケインズと
ヘンダーソンは Nation 誌および自由党への深
い関わりは，小峯［１９９９］に詳しく解説されて
いるところである。ケインズは中心的な執筆者
であったし，ヘンダーソンは同誌編集長を務
め，１９２９年の総選挙には自由党候補者として立
候補もした。両者がこの政策パンフレットを執
筆したのはその自然な成り行きと見ることがで
きる。
党首ロイド・ジョージの似顔絵を表紙とする
『われわれは失業を征服できる』の内容は，冒
頭に自由党の公約を置き，失業の状況確認，国
家的開発計画，その具体的説明のあとに積極財
政政策の雇用創出効果と財政負担が述べられる
というものである。「乗数論文」に関わる“Work
for Workless, Now”の節では，開発計画によっ
てどれだけの直接的雇用増加が見込まれるのか
に加えて，直接的に雇用された労働者の賃金に
よって国民の購買力が増加することにより，さ
らに多くの間接的雇用が生み出されることが強
調されており，ここに乗数過程のアイディアの
源流を見出すことができる。
では，この政策パンフレットの内容を確認し
よう。
２．『ロイド・ジョージはそれをなし
うるか』
公約を掲げた後の「ロイド・ジョージ氏の公
約」・「問題の常識」と題した冒頭章では，増税
を必要とせずに失業を削減することができる，
というロイド・ジョージの主張を支持するべく，
・新たな形態の雇用機会が提供されれば，
もっと多くの労働者が雇用されることは，
明白であり何らの隠された障害をも含んで
いないこと
・失業者を有益な仕事のために就業させれば，
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当然それが果たすと期待される通りのこと
を成し遂げ，国富を増加させること
・このことは財政を破綻させるものではない
こと
を示そうというのが，この政策パンフレットの
目的であると述べられている。
続く「失業の事実」の章では，１９２３年に始まっ
た失業統計では２９年に至るまで１００万人以上の
失業状態が続いており，失業保険の支出は年間
約５０００ポンドであることを確認した上で，これ
は失業者にとっては（完全就業賃金－失業手当）
分と体力・士気の損失であり，雇用主にとって
は利潤の損失であり，政府には税収の損失，イ
ギリスには経済発展の損失であり，ロイド・
ジョージの５０万人の雇用を目指した年間１億ポ
ンドの開発計画費用は，これらに比べれば小さ
いことを指摘する。
その後の「自由党の綱領」と「政府の見解」
では，開発計画として想定される事業として，
国家的な輸送システム（道路・鉄道），年間２０
万戸の住宅建設，電話拡張・電力開発・下水整
備などがあり，政府の見解に反して有用であり
なすべき仕事は十分にあることが示される。
その上で，これらの開発事業がどの程度雇用
を提供するのかが論じられる「自由党案はどの
程度の雇用を提供するか？」という章がおかれ
ている。「乗数過程」の芽はどのように育って
いたのか確認しよう。
自由党のパンフレットの，道路改良に毎年１００
万ポンドが支出されるならば，その１００万ポン
ド毎に直接的ないし間接的に５０００人の労働者を
雇用することになる，という主張について
・産業労働者転職委員会による「１３５０人の未
熟練労働者に１年間の道路改造の工事を与
えるには１００万ポンドを必要とする」とい
う見積もりは，直接的雇用かつ未熟練労働
者のみを考慮したものであり，直接的雇用
かつ熟練労働者，間接的雇用を考慮するな
らば，この５０００人の見積もりは妥当であり，
運輸大臣アシュレー大佐も認めるところで
ある。
・道路の建設が道路資材への需要をもたらし，
この需要が労働への需要や他の財への需要
をもたらし，さらにその需要が労働への需
要をもたらす，というような間接的雇用は
直接的雇用をはるかに上回る。
というように，開発事業がもたらす雇用は，そ
の現場で雇用される直接的雇用だけでなく，事
業で必要となる資材・運搬などに関して生じる，
かなりの大きさで見積もられる間接的雇用が強
調されている。しかし乗数過程につながるのは
所得と消費の連鎖のプロセスである。これは続
く短い節において，次のように描かれている。
・現在失業している労働者が失業手当を受け
とる代わりに賃金を受け取るようになれば，
商業に対して全般的な刺激を与えるような
有効購買力の増加をもたらす。
・繁栄の影響は，景気後退のそれと同じよう
に累積効果を及ばすため，より大きな商業
活動はさらに大きい商業活動を生み出す。
この前段は，まさに所得増加が消費増加をもた
らし，それが生産増加をもたらす，乗数過程の
中心的なアイディアを意味している。一方で後
段は，企業家の期待の状態を改善することによ
る景気刺激効果を指している。しかし，これ以
上踏み込むことはなく，すぐに「その効果は計
り知れない重要性をもっている」と付け加える
のだが，「どの程度の正確さにせよ，この種の
効果を測ることは不可能である」として議論自
体は終わっている。
３．カーンはオーダーをどのように受
け止めたか
上のようにこの政策パンフレットを「われわ
れは失業を克服できる」と合わせてみたときに
直ちに感じるのは，見積もられるべき雇用増加
が何を指しているのかがズレていることによる
違和感であろう。「克服できる」の方では「間
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接的雇用」として，公共事業にともなう雇用増
加から，賃金所得増加・消費支出増加によって
もたらされるさらなる雇用増加が想定されてい
るのに対して，「なしうるか」の方では，「間接
的雇用」は，産業連関によって生じる最終需要
としての公共事業がもたらす中間生産増加にと
もなう雇用増加を意味していて，まず用語の定
義が違っている。もちろん，「なしうるか」で
も所得増加によって媒介される雇用増加は強調
されているが，中間生産増加にともなう雇用増
加の方がより強調された印象を与える文面と
なっており，所得増加媒介の雇用増加は，企業
家の期待改善による投資増加による雇用増加と
一緒におかれた上に，「この種の効果を測るこ
とは不可能だ」とまで言っている。
では，カーンは依頼をどのように受け止めた
のだろうか。Kahn［１９８３］の第４講の証言を
見ると，両者の違いをカーンははっきりと認識
していたことがわかる。すなわち，「克服でき
る」における「間接的」効果が登場する箇所を
引用した後で，
「間接的」という用語は混乱している。それ
は（公共事業）現場における雇用とそれに必
要な資材生産や輸送における雇用を区別する
ために（「なしうるか」では）用いられてい
た。この混乱を避けるために私の論文で使わ
れ，その後ケインズによって『一般理論』の
中でも使われた言葉は，「第一次」雇用と「第
二次」雇用であった。第一次雇用は「直接的」
雇用と「間接的」雇用とを含み，「第二次」
雇用は国民購買力の増加から生じる雇用で
あった。５）
として，きっちりと「所得増加媒介による雇
用増加を見積もる」こととしてケインズの依頼
を受け止めた。さらに続けてもう一点の「混乱」
も排除する。
（ケインズとヘンダーソンは）失業給付の代
わりに賃金が支払われることから生ずる「取
引の全般的な刺戟因」について語った。…需
要の増加が確認の状態に対して－企業家の期
待と活力に対して－有利な影響を与えるとい
うことこそが，もっとも重要な累積的要因で
ある。…近い将来に関する確信の状態…は評
価の難しい問題であり，数量化することはな
おいっそう難しい問題である。…私は，論文
の終わりのほうで，「全般的な確信の状態は
影響を受けない」という仮定の上に立ってこ
の論文が書かれていることを，注意深く付言
しておいた。そのようなことがともかくあり
うるといおうとしたのではなく，ただ単に，
ある種の因果問題の研究においては他の事情
は捨象される必要があるといったにすぎな
い。６）
というように，「企業家の期待の状態を改善す
ることによる景気刺激効果」による雇用増大を
見積もることもオーダーからカットした。
これらを放置しておいては「どの程度の正確
さにせよ，この種の効果を測定することは不可
能」なのは当然である。ケインズからの依頼を
このように整えることによって，カーンは乗数
過程を捉えることができたといえよう。
その一方で，経済学者委員会の共同秘書に
なったことにより，カーンは，この委員会が属
する経財諮問会議の委員コーリン・クラークの
知遇を得る。経済学者委員会の利用に供しうる
草稿を作成できたのは彼のおかげだと述べてい
る。７）
こうして，乗数論文冒頭にある，公共事業に
よって「新たに雇用された労働者たちの賃金の
支出がもたらすであろう有利な影響」を「具体
的な形で見積もる仕事」を初めて成し遂げる途
が開かれたのである。
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４．「国内投資の失業に対する関係」
ではケインズの依頼を上記のように捉えたカ
ーンはどう応えたのだろうか。
この論文で最初に行われているのは，「道路
建設のための資金が，投資に利用しえたはずの
資金を等量だけ減少させ，結局他の部門におけ
る等量の失業増加をもたらすのではないか」と
いう反対論に対する「正常な投資の経路に少し
も影響を与えずに政府に道路の費用を前貸しす
ることは，つねに銀行組織の能力の範囲内」で
あるし「資金は道路の費用を支払うのに必要な
速度でさまざまな源泉から解放されると」いう
返答である。続いて，「失業の減少による賃金・
物価の上昇がもたらす雇用減少」については続
稿でふれること８），などいくつかの限定が説明
される。その後に，物価水準への影響について
「任意の１財の価格と産出量と同じように，供
給と需要の諸条件によって決定される」ものと
し，そのフレームワークを用いて物価上昇が
あっても雇用増加は生じることを説明して反対
論を一掃する一方で，返す刀でケインズの「基
本方程式」は総雇用量が固定されている特殊ケ
ースを扱っていることを論じている９）。
こうした，やや長い前振りの後に，「消費財
供給は完全に弾力的である」という仮定の下に，
第一次雇用１人当たり，労働者は賃金W を受
け取り，そのうち m の割合を消費支出し，企
業家は利潤 P を受け取り，そのうちの n の割
合を消費支出し，原材料が R 輸入されるとい
う想定と，これらは支出に対して一定の比率を
保つという想定の下で描かれるのが，世界で初
めて定式化された乗数過程ということになる。
国内消費支出の増加は，mW＋nP であるか
ら，これがもたらす雇用増加は想定により，
（mW＋nP）/（W＋P＋R）
である。この値を k とすると，k は雇用増加が
もたらす次の雇用増加の比率となるので，第一
次雇用に対する第二次雇用の比率は，
k＋k２＋k３＋k４＋…＝k/（１－k）
として求められる。
さらに，１人当たり失業手当を Uとし，雇
用されたときの所得増分W－U のうちのm’の
割合が消費支出されるとすれば，さきほどの
m＝m’（１－U /W）となるところから，クラー
クの協力による統計資料と n の暫定推定値を
もとにして比率のいくつかの見積もりを行って
いる。その後に，この政策の費用と効果が述べ
られている。
５．カーンは依頼に十分に応えたか
乗数過程の定式化，という点に限定していえ
ば，カーンは十分依頼に応えているといえるだ
ろう。乗数論文の第１１節だけを見れば，それは
乗数過程の定式化としてまったく問題がないよ
うに思われる。ところが同時に，この論文には
違和感をもたざるを得ないところがある。それ
は「国内製消費財の物価水準は，任意の１財の
価格と産出量と同じように，供給と需要の諸条
件によって決定される」という想定と背景にあ
るフレームワークに原因がある。
カーンは，このフレームワークの下で，物価
上昇の影響と乗数過程が，ケインズの「基本方
程式」をも含むような一般的な形で理解できる
と考えたのだが，この部分均衡分析の枠組みを
前提にすると，カーンが乗数過程の中で生じる
こととして思い描いているのは，所得増加によ
る需要曲線の右シフト→供給曲線との交点（均
衡点）の右移動：消費財生産増加→所得増加に
よる需要曲線の右シフト→供給曲線との交点の
右移動→・・・というプロセスであるというこ
とになる。改めて図にまとめると次のようにな
る。
図の中で下側に描かれたのが「初めて示され
た」乗数過程，上側がケインズによる特殊ケー
ス，中央が一般的なケースとなるはずなのだが，
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この推論には問題がある。
カーンは「任意の１財と同じように」部分均
衡分析に基づく需給均衡フレームワークを用い
ているが，もしもそれが正当に部分均衡分析に
基づいているのならば，供給曲線は，収穫逓減
の生産関数のもとで，与えられた価格で生産し
た財がすべて販売されるとしたときに利潤最大
化をもたらす生産量をその価格に対応させたも
のとして描かれることになる。一方の需要曲線
は，一定の所得・選好のもとで，与えられた価
格で需要した財がすべて購入可能であるとした
ときに，効用最大化をもたらす需要量をその価
格に対応させたものとして描かれるはずである。
上記のカーンの推論で，雇用増加に伴って賃金
が多く支払われて所得が増加することにより需
要曲線が右シフトし，その結果，供給曲線との
交点は右へ移動し，供給曲線の傾きに応じて価
格が上昇する，というところまではよいのだが，
問題なのは，そのシフトした消費財需要曲線は，
消費財の需要者にとっては，増加後の所得にも
とづいて価格に効用は最大化条件で対応した需
要量を示しているものであるから，それ以上に
自発的に消費財需要曲線をシフトさせることは
もはやありえないのであり，そこから先の所得
増加のプロセスは描きえないことである。これ
は供給曲線の傾きが緩やかであろうと，水平で
あろうと同じことである。
さらに付け足しておくならば，最大となる利
潤をもたらす生産量を求める手順では生産関数
が収穫逓減であることは不可欠の条件である。
収穫一定や逓増であれば，価格が限界生産費を
上回る限り最適生産量は発散してしまうため，
水平な供給曲線自体を導くことはできないから
である。したがって，水平な供給曲線を「単純
化のため」導入した時点で推論はすでに破綻し
ていたことになる。
つまり，ここでカーンは部分均衡フレームワ
ークと，乗数過程フレームワークの矛盾にまっ
たく気付いていなかったのである。
図 カーンの捉えた「乗数過程」
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６．考察
冒頭の問題に戻ろう。
カーンは確かに乗数過程を定式化している。
けれども部分均衡の枠組みを鵜呑みにしたまま
定式化してしまったため，表面的に見ればその
定式化は成功しているように見えるが，ケイン
ズとの議論はかみ合わないものとなるのは当然
なことである。ケインズと，カーンを使徒とし
たサーカスとの間の議論において，「投資の増
大はそれと同じ方向への産出量の増大を伴う」
というケインズの主張に対するサーカスの「理
解」を示すManufestoは，「基本方程式」に基
づくケインズの議論１０）をまったく捉えられてい
なかったのは，上に示した図と同様である。
カーンはたしかに『ロイド・ジョージはそれ
をなしうるか』の議論を整理し，第二次雇用の
第一次雇用に対する比率を数量的に把握する上
で大きな仕事をしている。けれども，公共事業
などによる投資支出増大により発生する追加的
雇用によって所得が増大することで消費支出が
増えるとき，消費財生産費用を売上が上回り，
それが時期以降の消費財生産規模の拡大をもた
らす，という第一基本方程式を用いた議論を捉
えることはできなかった。
乗数論文以外では，カーンはロビンソンと同
様，不完全競争論を追究していたし，一方のケ
インズはあくまでも『貨幣論』の路線を進み，
概念整理を十分行わず，経財諮問会議をはじめ
とする場面での説得のための表現修正を行って
いたのだというのが，この奇妙なすれ違いの真
相ではないだろうか。
注
１）本稿は平成２６年度専修大学個別研究助成の成果の
一部である。
２）CWK２０，p．３８４にケインズを議長とし，ヘンダー
ソン，A．C．ピグー，L．ロビンズ，ジョサイア・ス
タンプ卿をメンバーとし，カーンと A．F．ヘミング
を共同秘書とする経済学者委員会の開設経緯，そ
して第４章（pp．４０２―４６６）にこの委員会の活動内
容が覚書や書簡とともに解説されている。
３）Kahn［１９７２］浅野・袴田による「訳者あとがき」
p．２８６。
４）CWK９，pp．８６―１２５（訳 pp．１０１―１４９）
５）Kahn（１９８３）p．９２，訳 pp．１４１―１４２．ただし，一部
訳を改変している。
６）ibid.pp．９２―９３，訳 pp．１４２―１４３
７）ibid.pp．９５―９６，訳 pp．１４６
８）これは結局書かれることはなかった。
９）これがケインズの『貨幣論』での作業の意味をカ
ーンが読み取れていないことを端的に示している
のだが，カーン上掲書でも「私は今日でも，われ
われ－サーカスのメンバーたち－がどのようにし
て非弾力的供給の仮定の責をケインズに追わせる
ことができたのか，わからないでいる」と回想し
ている。
１０）吉田［１９８８］・［１９９７］参照。
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